
論点整理表（案） 

１４ 特別職の国家公務員の取扱い 

論点番号 14 国家公務員の特別職（自衛隊員など）について、一般職に係る勧

告制度がなくなる場合には、給与等の決定システムを、どのよう

にすべきか。 

担当委員 髙橋委員 

論 点 参考資料名 頁 

 

１ 現行制度について 

 

(1) 国家公務員の特別職について 

本法は国家公務員の職を一般職と特別職に分け、本条第 3 項において特別職

を限定的に列挙し、それ以外の国家公務員の職を一般職としている。一般職と

特別職を区分する趣旨は（中略）国家公務員の職のうちには本法を一律的に適

用することが適当でないものもあり、そのような本法の適用を適当としないも

のを特別職として区分しているものである。 
 

○ 国家公務員法第 2条第 3項 

特別職は、次に掲げる職員の職とする。  

一 内閣総理大臣  

二 国務大臣  

三 人事官及び検査官  

四 内閣法制局長官  

五 内閣官房副長官  

五の二 内閣危機管理監  

五の三 内閣官房副長官補、内閣広報官及び内閣情報官  

六 内閣総理大臣補佐官  

七 副大臣  

 

 

 

 

・逐条国家公務員法（鹿児島重治他）P.59 
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七の二 大臣政務官  

八 内閣総理大臣秘書官及び国務大臣秘書官並びに特別職たる機関の長の秘書官のう

ち人事院規則で指定するもの  

九 就任について選挙によることを必要とし、あるいは国会の両院又は一院の議決又

は同意によることを必要とする職員  

十 宮内庁長官、侍従長、東宮大夫、式部官長及び侍従次長並びに法律又は人事院規

則で指定する宮内庁のその他の職員  

十一 特命全権大使、特命全権公使、特派大使、政府代表、全権委員、政府代表又は

全権委員の代理並びに特派大使、政府代表又は全権委員の顧問及び随員  

十一の二 日本ユネスコ国内委員会の委員  

十二 日本学士院会員  

十二の二 日本学術会議会員  

十三 裁判官及びその他の裁判所職員  

十四 国会職員  

十五 国会議員の秘書  

十六 防衛省の職員（防衛省に置かれる合議制の機関で防衛省設置法（昭和 29 年法律

第 164 号）第 39 条の政令で定めるものの委員及び同法第 4 条第 24 号又は第 25 号に

掲げる事務に従事する職員で同法第 39 条の政令で定めるもののうち、人事院規則で

指定するものを除く。）  

十七 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 2 条第 2 項に規定する特定独

立行政法人（以下「特定独立行政法人」という。）の役員  

 

(2) 特別職の給与、勤務時間について 

国家公務員の特別職の給与、勤務時間等の改定については、例年、「公務員

の給与改定に関する取扱いについて」の閣議決定において、おおむね一般職の

国家公務員の給与等の改定の趣旨に沿って取り扱うものとするとされている。
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000


○ 公務員の給与改定に関する取扱いについて（平成 20 年 11 月 14 日閣議決定）（抄） 

１  一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、

去る 8月 11 日の人事院勧告どおり、平成 20 年度の給与改定を見送り、平成 21 年度

から、若手・中堅医師の人材確保のため初任給調整手当の改定を行うとともに、本

府省業務調整手当を新設するなど給与構造改革を引き続き推進するものとする。 

２  一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律の適用を受ける国家公務員の勤務

時間については、去る 8 月 11 日の人事院勧告どおり、平成 21 年度から、1 日 7 時

間 45 分、1週 38 時間 45 分に改定するものとする。 

３  特別職の国家公務員の給与等については、おおむね１及び２の趣旨に沿って取り

扱うものとする。 

 

【参考】特別職の給与、勤務時間を定める法令について 

１．自衛隊員（国公法第 2条第 3項第 16 号） 

防衛省の職員の給与等に関する法律等により、防衛省の事務官等には、自衛隊教

官俸給表及び一般職の職員の給与に関する法律に規定する俸給表が適用され、自衛

官には、自衛官俸給表が適用されている。また、諸手当については、通勤手当、扶

養手当等一般職に準拠している手当がある一方、自衛官の特殊な勤務に対して支給

している独自の手当（航空手当等）もある。 

自衛隊員の勤務時間は、自衛隊法に基づき、防衛省令（自衛隊法施行規則）で定

められている。 

 

２．内閣総理大臣等（国公法第 2条第 3項第 1 号～第 12 号の 2） 

特別職の職員の給与に関する法律により、内閣総理大臣等、大使公使、秘書官

の俸給月額、手当の種類等が定められ、また、手当の支給は、一般職の職員の例

によることとされている。また、非常勤の総理補佐官等には、一般職の非常勤職

員の例により、手当を支給すること、宮内庁侍従次長等の給与の種類、額、支給

条件等は、総務大臣の定めるところにより、一般職の職員の例によることとされ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防衛省の職員の給与等に関する法律（抄） 

・自衛隊法施行規則（抄） 

 

 

 

 

 

 

 

・特別職の職員の給与に関する法律 
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ている。 

 

３．国会職員（国公法第 2条第 3項第 14 号） 

国会職員法により、給与の種類、額、支給条件等は、別に法律で定めるものを

除く外、両議院の議長が、両議院の議院運営委員会の合同審査会に諮って定める

こととされている（国会職員の給与等に関する規程）。 

国会職員法により、国会職員の勤務時間等に関する事項は、両議院の議長が、

両議院の議院運営委員会の合同審査会に諮って定めることとされている（国会職

員の勤務時間、休暇等に関する規程）。 

 

４．国会議員の秘書（国公法第 2条第 3項第 15 号） 

国会議員の秘書の給与等に関する法律により、給料表、手当の種類等が定めら

れ、また、一部の手当の支給は、一般職公務員の例によることとされている。 

 

５．裁判官（国公法第 2 条第 3 項第 13 号） 

裁判官の報酬等に関する法律により、報酬月額が定められ、また、報酬以外の

給与は、最高裁判所長官、最高裁判所判事及び高等裁判所長官には、特別職給法

に掲げる内閣総理大臣等の例に準じ、判事等には、一般職給与法による指定職職

員の例に準じ、その他の裁判官には、一般の官吏の例に準じて最高裁判所の定め

るところにより、支給されることとれている。 

また、生計費及び一般賃金事情の著しい変動により、一般の官吏について、政

府が給与の額を増加し、又は特別の給与を支給するときは、最高裁判所は、別に

法律の定めるところにより、裁判官について、一般の官吏の例に準じて、給与の

額を増加し、又は特別の給与を支給することとされている。 

 

６．裁判所職員（国公法第 2条第 3 号第 13 号） 

裁判官及び裁判官の秘書官以外の裁判所職員の給与については、裁判所職員臨

 

 

・国会職員法 

・国会職員の給与等に関する規程（抄） 

・国会職員の勤務時間、休暇等に関する規 
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時措置法により、一般職給与法の規定を準用することとされている。 

裁判官及び裁判官の秘書官以外の裁判所職員の勤務時間については、裁判所職

員臨時措置法により、一般職勤務時間法を準用することとされている。 

 

７．特定独立行政法人の役員（国公法第 2 条第 3項第 17 号） 

独立行政法人通則法により、特定独法は、役員に対する報酬等の支給の基準を

定め、主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならないこと、報酬等の支

給の基準は、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該特定独法の業務

の実績及び中期計画の人件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければ

ならないこと等とされている。 

 

 

２ 国家公務員の特別職（自衛隊員など）について、給与等の決定システムを、ど

のようにすべきか。 

 

※ ここでは、立法、司法等を除き、行政組織の特別職国家公務員について検討

することとする。 

※ 行政組織の特別職国家公務員の労働基本権については、当該官職が特別職と

されていること等を踏まえ、また、論点 10（協約締結権を付与する職員の範

囲）の検討も参考としつつ、慎重な検討が必要と考えられることから、ここ

では、当該特別職国家公務員の現行の労働基本権制約について変更がなく、

かつ、現行法に規定された一般職に係る勧告制度がなくなるとした場合を前

提として検討することとする。 

  ※ 一般職国家公務員のうち、協約締結権が付与されない職員が生じた場合やそ

もそも三権が付与されていない職員についての勤務条件の決定（論点

11(1)(2)）と整合性を持ちながら検討する必要があることに留意。 

  ※ 行政組織の特別職国家公務員のうち、大臣や大使等、宮内庁等の職員、三権
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を付与されていない自衛隊員では、給与等の決定システムに関する以下の案

の選択が異なることも考えられる。 

 

 

Ａ案 当局が、協約締結権を付与された一般職国家公務員（職員団体）と締結した

協約の内容等も踏まえ、職員の過半数を代表する者の意見を聴取し作成した

就業規則（又は就業規則及び準則）において決定する。 

 

Ａ－２案 当局が、協約締結権を付与された一般職国家公務員（職員団体）と締結

した協約の内容等も踏まえ、第三者機関の意見を聴いて作成した就業規

則等において決定する。 

※ 第三者機関が協約締結権を付与された一般職国家公務員の勤務条件との均

衡を考慮し、協約締結権が付与されない職員の利益を保護する観点から意見

を述べることが考えられる。 

 

（メリット） 

・ 協約の内容等を踏まえることにより、一般職国家公務員（特に、同じ省庁

内の一般職国家公務員）の勤務条件と乖離することを回避できる。（共通）

（ただし、現行において一般職国家公務員の勤務条件と異なる取扱いがされてい

る場合「乖離を回避できる」というメリットは当たらないとの考えもある。） 

・ 職員の利益を適切に代表する職員団体との間で締結されることにより協約

が適正な水準に定まっているとの前提に立てば、これを踏まえて水準や配

分を決定する仕組みとすることで一定の代償機能が果たせると考えられ

る。（共通） 

・ 就業規則の作成の際には、労働者の意見聴取義務が課されており、職員に

一定限度の発言権を与え、それによって就業規則の内容に関する職員の関

心を高め、かつ内容をチェックさせることができる。（Ａ案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行政改革推進本部専門調査会報告（抄） 

 

 

 

・労働法 第８版（菅野和夫）P.103、104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1363 

 

 

 

1364 

 6



・ 協約の内容等を踏まえるとともに、代表者等の意見を聴くことにより、職

員の納得を得やすい。（Ａ案） 

・ 何らかの方法により職員の過半数を代表する者を選出し、その意見を聴取

することになる場合の手続を回避できる。（Ａ－２案） 

 

（デメリット・留意事項） 

・ 新たに団結権や団体交渉権を付与するということでないならば、現行制度

を変更する積極的理由はないという考えもある。（共通） 

・ 協約の内容等をどのように踏まえるのかによって当局に裁量の余地が生じ

ることに留意する必要がある。（共通） 

・ 新たに団結権や団体交渉権が付与されないにも関わらず、一般職国家公務

員の労働基本権制約の代償措置とされている現行の人事院勧告がなくな

るとした場合、締結された一般職国家公務員の協約の内容等を踏まえるこ

とがそれを補うものと言えるかは検討が必要である。（共通） 

・ 協約締結権を付与されない職員に適用される就業規則とは、そもそもどの

ような意義・性格のものであり、どのような効力を持つのかなどの整理が

必要。（共通） 

・ 三権が付与されていない職員に就業規則の制定等労基法等の適用が適当で

あるかは慎重な検討が必要である。（共通） 

・ 何らかの方法により職員の過半数を代表する者を選出し、その意見を聴取

することになり、そのための手続を要することになるが、現在、特別職給

与法が適用されるのは、大臣や副大臣、会計検査院長、審議会等の常勤の

委員、大使等区々であり、過半数代表の意見を聴取することは難しい。（Ａ

案） 

・ 団結権の付与されない職員について、どのように意見を聴取するか検討が

必要である。（Ａ案） 

・ 公務に就業規則を導入するための立法上の措置（労基法適用等）が必要と
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なることに留意する必要がある。（Ａ案） 

・ 協約締結権が付与されない職員について、自らの勤務条件に係る意見を言

う機会が十分に確保されない。（Ａ－２案） 

・ 協約締結権が付与されたときの勤務条件は労使交渉の結果を踏まえたもの

であり、意見聴取の手続を採らずに第三者機関による審査等のみを設ける

ことは適当でないとの考えがある。（Ａ－２案） 

・ 第三者機関の構成や備えるべき専門性、意見の効力（使用者たる政府に意

見に従う義務を課すのか等）について検討する必要がある。（Ａ－２案）

・ 第三者機関の意見を聴くためのコストが生じる。（Ａ－２案） 

 

 

Ｂ案 当局が、交渉等を経て決定される一般職国家公務員の勤務条件との均衡、職

務の特殊性等を考慮して原案を作成し、現行同様、法令等において決定する。

 

Ｂ－２案 当局が、交渉等を経て決定される一般職国家公務員の勤務条件との均

衡、職務の特殊性等を考慮して原案を作成し、第三者機関の意見を聴い

て、法令等において決定する。 
 

※ 一般職国家公務員の勤務条件との均衡の考慮については、一般職の締結し

た協約の内容との均衡を考慮することや、協約を踏まえて定められた就業

規則又は法令の内容との均衡を考慮することが考えられる。 
 

（メリット） 

・ 一般職国家公務員の勤務条件との均衡を考慮することにより、一般職国家

公務員（特に、同じ省庁内の一般職国家公務員）の勤務条件と乖離するこ

とを回避できる。（共通） 

（ただし、現行において一般職国家公務員の勤務条件と異なる取扱いがされてい

る場合「乖離を回避できる」というメリットは当たらないとの考えもある。） 
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・ 新たに団結権や団体交渉権を付与するということでないならば、現行制度

を変更する積極的理由はないという考えもある。（Ｂ案） 

・ 協約締結権を付与される一般職国家公務員（協約締結職員団体）の勤務条

件との均衡を考慮して法定化しており、代償措置として十分であると考え

られる。（Ｂ案） 

・ 協約締結権が付与される一般職国家公務員（協約締結職員団体）の勤務条

件との均衡を考慮して、第三者機関に意見を聴いて法定化しており、勧告

に代わる代償措置として十分であると考えられる。（Ｂ－２案） 

 

（デメリット・留意事項） 

・ Ａ案（Ａ’案）のような意見聴取の機会がなく、協約締結権が付与されな

い職員について、自らの勤務条件に係る意見を言う機会が十分に確保され

ない。（共通） 

・ 一般職国家公務員の勤務条件との均衡をどのように考慮するのかによって

当局に裁量の余地が生じることに留意する必要がある。（共通） 

・ 新たに団結権や団体交渉権が付与されないにも関わらず、一般職国家公務

員の労働基本権制約の代償措置とされている現行の人事院勧告がなくなる

とした場合、一般職国家公務員の勤務条件との均衡を考慮することで十分

と言えるかは検討が必要である。（共通） 

・ 法案の提出、政令等の制定を行う内閣等は、使用者としての立場も有して

いることに留意する必要がある。（共通） 

・ 第三者機関の構成や備えるべき専門性、意見の効力（使用者たる政府に意

見に従う義務を課すのか等）について検討する必要がある。（Ｂ－２案）

・ 第三者機関の意見を聴くためのコストが生じる。（Ｂ－２案） 

・ 特別職国家公務員の勤務条件について、現行同様、一般職国家公務員の勤

務条件と同時に決定されることが考えられる。 
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Ｃ案 第三者機関が民間の勤務条件について調査をし、その結果に基づいて行った

勧告その他の意見表明を受けて、当局が原案を作成し、法令等において決定

する。 

※１ 第三者機関は、一般職国家公務員の勤務条件との均衡、職務の特殊性等を考

慮して勧告その他の意見表明を行うことも考えられる。 

※２ 勧告その他の意見表明の対象となる職員の範囲が現行よりも限定されるこ

とから、現行の人事院勧告のための調査の規模等を縮小することが考えられ

る。 

 

（メリット） 

・ 情勢適応の原則に基づく第三者機関の勧告その他の意見表明を受けて法定

化するため、代償措置としては十分であると考えられる。 

 

（デメリット・留意事項） 

・ 第三者機関の調査は、情勢適応の原則に基づくためのものであるため、場

合によっては、調査結果に基づくものと協約締結権を付与された一般職国

家公務員の勤務条件とが異なったものとなり、乖離が生じるおそれがあ

る。 

・ 新たな制度と現行の勧告と類似する制度が併存することとなり、現行の勧

告よりはその調査規模・内容等を簡素化するとしてもそのコストがかか

る。 

・ 現行と異なる官民比較に基づく勧告その他の意見表明の制度が、協約締結

権を付与されない職員の代償措置として十分であるか懸念がある。 

・ 自衛隊員などは民間に同種職種が存在しないことから、民間の勤務条件の

調査は困難であると考えられる。 
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【整理】 

 

 上記のとおり 

 

 

 


